
【様式第1号】

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 9,299,409,303   固定負債 3,239,535,725

    有形固定資産 9,297,378,363     地方債 2,779,462,386

      事業用資産 8,615,420,874     長期未払金 -

        土地 2,956,827,522     退職手当引当金 460,073,339

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 11,034,445,795     その他 -

        建物減価償却累計額 -5,423,460,443   流動負債 786,478,342

        工作物 -     １年内償還予定地方債 509,424,267

        工作物減価償却累計額 -     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 266,605,695

        航空機 -     預り金 10,448,380

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 4,026,014,067

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 47,608,000   固定資産等形成分 9,299,409,303

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -3,693,129,333

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,270,366,537

      物品減価償却累計額 -1,588,409,048

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 2,030,940

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 2,030,940

        減債基金 -

        その他 2,030,940

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 332,884,734

    現金預金 332,884,734

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 5,606,279,970

資産合計 9,632,294,037 負債及び純資産合計 9,632,294,037

貸借対照表
（令和2年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

    その他 -

純行政コスト 3,230,706,434

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 6,447,004

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 3,224,259,430

  臨時損失 6,447,004

    災害復旧事業費 -

  経常収益 286,326,717

    使用料及び手数料 198,489,696

    その他 87,837,021

      社会保障給付 30,795,000

      他会計への繰出金 -

      その他 1,666,100

        その他 4,461,973

    移転費用 83,182,351

      補助金等 50,721,251

      その他の業務費用 27,118,250

        支払利息 22,656,277

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 4,106,764

        減価償却費 454,451,293

        その他 -

        その他 32,592,581

      物件費等 957,379,824

        物件費 498,821,767

        職員給与費 2,143,707,446

        賞与等引当金繰入額 266,605,695

        退職手当引当金繰入額 -

  経常費用 3,510,586,147

    業務費用 3,427,403,796

      人件費 2,442,905,722

行政コスト計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 5,289,232,405 9,060,093,700 -3,770,861,295

  純行政コスト（△） -3,230,706,434 -3,230,706,434

  財源 3,546,346,000 3,546,346,000

    税収等 3,545,158,000 3,545,158,000

    国県等補助金 1,188,000 1,188,000

  本年度差額 315,639,566 315,639,566

  固定資産等の変動（内部変動） 237,907,604 -237,907,604

    有形固定資産等の増加 808,067,596 -808,067,596

    有形固定資産等の減少 -514,081,593 514,081,593

    貸付金・基金等の増加 1,921,601 -1,921,601

    貸付金・基金等の減少 -58,000,000 58,000,000

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 1,407,999 1,407,999

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 317,047,565 239,315,603 77,731,962

本年度末純資産残高 5,606,279,970 9,299,409,303 -3,693,129,333

純資産変動計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日



【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 10,435,350

本年度歳計外現金増減額 13,030

本年度末歳計外現金残高 10,448,380

本年度末現金預金残高 332,884,734

    その他の収入 -

財務活動収支 -16,732,836

本年度資金収支額 2,843,286

前年度末資金残高 319,593,068

本年度末資金残高 322,436,354

  財務活動支出 555,332,836

    地方債償還支出 555,332,836

    その他の支出 -

  財務活動収入 538,600,000

    地方債発行収入 538,600,000

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -697,617,901

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 59,188,000

    国県等補助金収入 1,188,000

    基金取崩収入 58,000,000

【投資活動収支】

  投資活動支出 756,805,901

    公共施設等整備費支出 754,884,300

    基金積立金支出 1,921,601

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 717,194,023

  業務収入 3,769,361,496

    税収等収入 3,545,158,000

    国県等補助金収入 -

    使用料及び手数料収入 198,489,696

    その他の収入 25,713,800

    移転費用支出 83,182,351

      補助金等支出 50,721,251

      社会保障給付支出 30,795,000

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 1,666,100

    業務費用支出 2,968,985,122

      人件費支出 2,438,938,341

      物件費等支出 502,928,531

      支払利息支出 22,656,277

      その他の支出 4,461,973

資金収支計算書
自　平成31年4月1日
至　令和2年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 3,052,167,473
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１　重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としております。

また開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしております。

②有形固定資産等の減価償却の方法

・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　定額法を採用しております。

・無形固定資産

　定額法を採用しております。

③引当金の計上基準及び算定方法

・賞与引当金

　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しております。

・退職給付引当金

　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っております。

 

④リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には

　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。

⑤資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としております。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでおります。

⑥その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっております。 

２　追加情報

①対象範囲（対象とする会計）

　一般会計　

②出納整理期間について

　地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。

注　記
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